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Ⅰ 本編 

１．市民参画手続の実施状況 

⑴ 令和２年度の市民参画手法の実施状況について   （ １） 

⑵ 市民参画手続実施の成果について ～意見公募手続による成果～  （ ３） 

⑶ 市民参画手続の各実施原則の実施状況     （ ４） 

２．政策提案の取扱状況 

 取扱いの実績はありませんでした。 

 

Ⅱ 参考資料編 

１．市民参画手続の実施詳細 

⑴ 市民参画手続が必要となった政策等一覧     （ ５） 

⑵ 意見公募手続         （ ７） 

⑶ 審議会等手続         （ ８） 

⑷ ワークショップ手続        （ ９） 

※意見交換会手続、公聴会手続、政策公募手続の実績はありませんでした。 

２．制定・改廃に当たり市民参画手続の対象外とした政策等(条例･計画)  （１０） 

※計画については該当がありませんでした。 

３．令和２年度に設置していた市民参画条例の評価の対象となる審議会等の 

状況         （１４） 

４．市民参画手続の実施に関する判断基準・フロー図及び実施の原則 

   ① 判断基準         （１５） 

   ② フロー図         （１８） 

   ③ 実施の原則         （１９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 本編 

  



 

 

１．市民参画手続の実施状況 

⑴ 令和 2 年度の市民参画手法の実施状況について 

令和 2 年度に市民参画手続を実施する必要があった政策等(条例制定や計画書策

定等)の数は 10 件でした。 

このうち、市民参画条例で実施することが義務付けられている｢意見公募手続｣を

令和 2 年度に実施した政策等は 8 件でした。実施しなかった 2 件は、審議会等で審

議中の政策等であり、令和 3 年度以降に意見公募手続を実施する予定です。 

市民参画条例では複数の参画手法により市民参画手続を実施することが努力義

務として規定されています。令和 2 年度は必ず実施しなければならないとされてい

る意見公募手続以外に、審議会等、ワークショップが市民参画手続として実施され

ました。 

審議会等の開催については、10 政策のうち 6 政策で実施されました。 

ワークショップの開催については、1 件実施され、｢環境基本計画の策定｣におい

て、令和 3 年 3 月 14 日及び 21 日に開催し、40 人の参加をいただきました。 

 

◎各市民参画手法の実施状況  

政策等数 

：１０件 

市民参画手法 

意見公募 審議会等 意見交換会 ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 公聴会 その他 計 

実施件数 8 件※1 6 件 －  1 件 －  －  15 件 

意見数 216 意見  －   －  －  216 意見 

参加者数  
34 人 

(傍聴者数) 
－  40 人 －  －  74 人 

※１ 政策等数 10 件のうち意見公募を実施しなかった 2 件は、令和 3 年度以降に実施予定。 

 

 

１ 



 

 

★経年比較 

[実施件数比較] 

 
実施 

件数 

市民参画手法 

意見公募 審議会等 
意見 

交換会 
ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 公聴会 その他 計 

R2 10 件 8 件 6 件 － 1 件 － － 15 件 

Ｈ31 13 件 10 件 6 件 4 件 － － 1 件 21 件 

Ｈ30 6 件 5 件 3 件 1 件 － － 1 件 10 件 

 

[１件あたりの意見数､参加者数比較] 

  

市民参画手法 

意見公募 審議会等 
意見 

交換会 
ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 公聴会 その他 

R2 

意見数 27 意見  － －  －  －  

参加者数  6 人 －  40 人  －  － 

Ｈ31 

意見数 21 意見  117 意見 －  －  －  

参加者数  12 人 182 人  －  －  3,265 人 

Ｈ30 
意見数 4 意見  34 意見 －  －  －  

参加者数  4 人 41 人 －  －  4 人 

 

  

２ 



 

 

⑵ 市民参画手続実施の成果について ～意見公募手続による成果～ 

令和 2 年度に市民参画手続を実施する必要があった政策等 10 件のうち意見公募

手続を実施したのは 8 件でした。この 8 件のうち 7 件で意見が提出されました。 

意見が提出された 7 件のうち 4 件において、政策等(案)を修正しました。その内

容は以下のとおりです。 

 

◎意見公募手続における意見の提出状況と意見の反映状況 

意見公募手続において意見が提出された政策等数  7 件／8 件 

意見が提出された政策等のうち政策等(案)を修正した政策等数 4 件／7 件 

 

★意見公募手続により修正した政策等(案)の修正概要 

修正した政策等名 修正概要 

ＳＤＧｓ未来都市計画

の策定 

・気候非常事態宣言の内容に則した施策の策定を希望す 

る意見を受けて、「2050 年温室効果ガス排出実質ゼロ」 

を計画に追記しました。 

・地域循環共生圏構築について、分かりやすい表現での 

記載を要望する意見を受けて、説明を追記しました。 

障害福祉計画（第 6 期）・

障害児福祉計画（第 2

期）の策定 

・指定相談支援サービスの利用見込者数が少なく、引き

こもりの精神障害者の利用が見込まれていないので

はとの意見を受けて再検討を行い、利用見込者数を見

直しました。 

高齢者いきいき福祉計

画及び第 8 期介護保険

事業計画の策定 

・第 6 期介護保険事業計画以降の地域包括ケアシステム

について、計画内での位置づけの表現が記載誤りでは

ないかとの意見を受けて、国の考え方に沿った表現に

修正しました。 

新型コロナウイルス感

染症の患者等に対する

支援及び差別禁止に関

する条例の制定 

・感染症法改正に伴う罰則措置に対して懸念する意見  

を受けて、罰則をもってその手段とするのではなく、 

違反行為を行った市民の事情等に配慮し、寄り添い

ながら支援する条文を新設しました。  

意見を受けたうち、修正を行わなかった理由としては主に、①条例や計画の運用面

に関する質問や意見、②意見公募した政策等とは完全に一致しないが関連する施策

等への意見が挙げられます。これらについては、実現可能なものについては対応し

ていく旨がそれぞれの意見公募結果にまとめられています。 

つまり、条例や計画を直接的に修正する以外でも意見を取り入れようとする意向

が示されており、市民参画手続により、より充実した施策展開等が実施されている

ことが伺えます。 

これら以外にも、条例等には反映しないが、運用面に反映するという対応をとる

政策等もあり、各部署ともできるだけ意見を汲みいれようと努めています。

３ 



 

⑶ 市民参画手続の各実施原則の実施状況 

手法 実施原則(※) 
実施件数 

令和 2 年度に実施しなかった理由 
令和 2 年度 

共
通 

複数手法 複数の参画手法を併用している  5 件/10 件 

・令和３年度以降に意見公募手続を実施する予定のため。【工場緑地のあり方の検討】 

・市内関係機関(医療機関･商工関係者･地域団体)からなるネットワーク会議及び有識者からなるアドバイザー会議にて意見交換を実施し、制度設計

に関する論点を整理した。そのうえで当事者が相談しやすい環境づくりには市民の理解を広げることが必要であることを考慮して、意見公募手続

のみを実施した。【パートナーシップ･ファミリーシップ制度の創設】 

・新型コロナウイルス感染症拡大の影響に伴い市民説明会を令和 3 年度以降に延期したため。【市役所新庁舎の整備(基本設計の策定)】 

・新型コロナウイルス感染症が拡大し緊急事態宣言が発令される状況で、市民の生活、健康及び人権を守るため、早急に条例を制定する必要があっ

たため。【新型コロナウイルス感染症の患者等に対する支援及び差別禁止に関する条例の制定】 

・令和 2 年度以降の国庫補助金申請において、法に基づく本計画の策定が義務づけられたものであるが、空家等の所有者等となりうる市民の理解が

必要であることを考慮して、意見公募手続のみを実施した。【空家等対策計画の策定】 

複数の方

法で公表 
複数の方法で公表している  10 件/10 件   － 

意
見
公
募 

実施 
対象事項に該当する施策について意見公募手

続を実施 
8 件/10 件 

・令和 3 年度以降に実施予定のため。【工場緑地のあり方の検討】 

・令和 3 年度に実施予定のため。【環境基本計画の策定】 

意見公募

期間 
意見公募期間を 30 日以上とっている  7 件/8 件 

・7 月 17 日にＳＤＧｓ未来都市に選定された後、内閣府への提出期限(8 月末)までに、審議会の意見を踏まえた計画案をもって意見公募し、計画策

定しなければならなかったため。【ＳＤＧｓ未来都市計画の策定】 

公表 
提出された意見、意見に対する検討結果及び

その理由等を公表している  
8 件/8 件   － 

審
議
会
等 

委員数 20 人以内 3 件/6 件 

・市の最上位計画である総合計画を策定するにあたり、多くの意見を反映するため。【あかしＳＤＧｓ推進審議会】 

・災害対応を行う多くの関係機関で組織する必要があるため。【防災会議】 

・社会福祉に関する各分野の関係者で組織する必要があるため。【社会福祉審議会】 

男女比 男女いずれもが委員総数の３割以上  3 件/6 件 
・関係機関･団体に対する充て職であるため。【防災会議、社会福祉審議会】 

・各団体からの推薦を基に委嘱しているため。【地域自立支援協議会】 

公募市民 公募による市民が委員総数の２割以上           3 件/6 件 

・早期に検討を開始する必要があり、公募手続きに必要な期間を確保できなかったため。【工場緑地のあり方検討会】 

・県防災会議の組織に準じた委員構成を条例で定めるよう、法で定められているため。【防災会議】 

・法で委員構成が定められているため。【社会福祉審議会】 

委員名簿 
委員の氏名、選任の区分等を公表可能として

いる 
6 件/6 件   － 

開催通知 
開催日の２週間前までに審議事項、日時等を

公表している 
6 件/6 件   － 

公開 会議を公開で開催している  4 件/6 件 ・新型コロナウイルス感染症対策により、書面開催したため。【防災会議、地域自立支援協議会】 

公表 会議録を作成し、公表している  4 件/6 件 ・新型コロナウイルス感染症対策により、書面開催したため。【防災会議、地域自立支援協議会】 

ワ
ー
ク 

シ
ョ
ッ
プ 

開催通知 
開催日の２週間前までに議題、日時等を公表

している 
1 件/1 件  

公表 開催記録を作成し、公表している  1 件/1 件  

※ 実施原則は、平成 25 年度に策定した｢市民参画手続の実施に関する判断基準｣に基づく。
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Ⅱ 参考資料編 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※担当部署名は令和２年度現在 

 

 

 



 

１．市民参画手続の実施詳細 

⑴ 市民参画手続が必要となった政策等一覧 

  

局
･
部

名
課

名
意

見
公

募
審

議
会

等
意

見
交

換
会

ワ
ー

ク

シ
ョ

ッ
プ

公
聴

会
政

策
公

募
そ

の
他

複
数

の
市

民
参

画
手

法
の

併
用

意
見

公
募

手
続

の
実

施
（

条
例

第
６

条
第

２
項

に
該

当
す

る
政

策
等

に
限

る
。

）

1
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
未

来
都

市
計

画
の

策
定

政
策

局
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
推

進
室

R
2
.
8

Ｓ
Ｄ

Ｇ
ｓ

未
来

都
市

に
選

定
さ

れ
た

こ
と

に
伴

い
、

Ｓ
Ｄ

Ｇ
ｓ

推
進

の
３

年
間

の
具

体
的

な
取

組
を

定
め

た
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
未

来
都

市
計

画
を

策
定

す
る

。

条
例

第
6
条

第
2
項

第
2
号

○
あ
か
し
Ｓ

Ｄ
Ｇ
ｓ
推

進
審
議
会

ー
ー

2
工

場
緑

地
の

あ
り

方
の

検
討

政
策

局
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
推

進
室

未
定

工
場

緑
地

面
積

率
等

の
緩

和
及

び
向

上
と

周
辺

の
生

活
環

境
と

の
調

和
に

必
要

な
方

策
等

、
工

場
緑

地
の

あ
り

方
を

検
討

す
る

。

条
例

第
6
条

第
2
項

第
2
号

工
場
緑
地

の
あ
り
方

検
討
会

令
和

3
年

度
以

降
に

意
見

公
募

手
続

を
実

施
す

る
予

定
の

た
め

。
令

和
3
年

度
以

降
に

実
施

予
定

の
た

め
。

3
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
･

フ
ァ

ミ
リ

ー
シ

ッ
プ

制
度

の
創

設
政

策
局

Ｓ
Ｄ

Ｇ
ｓ

推
進

室
R
3
.
1

互
い

を
人

生
の

パ
ー

ト
ナ

ー
と

し
て

尊
重

し
、

継
続

的
に

協
力

し
合

う
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
関

係
で

あ
る

こ
と

を
表

明
し

た
2
者

が
市

に
届

出
を

し
、

市
が

そ
の

届
出

を
受

理
し

た
こ

と
を

公
に

証
明

(
2
者

の
ほ

か
に

家
族

と
し

て
共

に
暮

ら
し

て
い

る
子

ど
も

が
い

る
場

合
に

は
、

子
ど

も
を

含
め

た
関

係
性

を
合

わ
せ

て
証

明
)
す

る
制

度
を

創
設

す
る

。

条
例

第
6
条

第
1
項

○

市
内

関
係

機
関

(
医

療
機

関
･
商

工
関

係
者

･
地

域
団

体
)
か

ら
な

る
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
会

議
及

び
有

識
者

か
ら

な
る

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

会
議

に
て

意
見

交
換

を
実

施
し

、
制

度
設

計
に

関
す

る
論

点
を

整
理

し
た

。
そ

の
う

え
で

当
事

者
が

相
談

し
や

す
い

環
境

づ
く

り
に

は
市

民
の

理
解

を
広

げ
る

こ
と

が
必

要
で

あ
る

こ
と

を
考

慮
し

て
、

意
見

公
募

手
続

の
み

を
実

施
し

た
。

4
市

役
所

新
庁

舎
の

整
備

（
基

本
設

計
の

策
定

）
政

策
局

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

推
進

室
R
4
.
3

市
役

所
新

庁
舎

の
整

備
に

当
た

り
、

新
庁

舎
の

機
能

や
配

置
等

を
示

し
た

市
役

所
新

庁
舎

建
設

基
本

設
計

を
策

定
す

る
。

条
例

第
6
条

第
2
項

第
4
号

○
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
拡

大
の

影
響

に
伴

い
市

民
説

明
会

を
令

和
3
年

度
以

降
に

延
期

し
た

た
め

。

5
あ

か
し

安
全

の
ま

ち
づ

く
り

計
画

(
国

土
強

靭
化

地
域

計
画

)
の

策
定

総
務

局
総

合
安

全
対

策
室

R
2
.
6

市
民
の
安
全
･
安
心
を
確
保
す
る
と
と
も

に
、
人
命
を
守
る
こ
と
を
最
優
先
に
、
ま

た
地
域
社
会
が
致
命
的
な
被
害
を
受
け
る

こ
と
な
く
迅
速
に
回
復
で
き
る
よ
う
｢
強

靱
な
地
域
｣
を
確
立
す
る
こ
と
を
目
指

し
、
本
市
に
お
け
る
指
針
と
し
て
、
強
靱

化
地
域
計
画
を
策
定
す
る
。

条
例

第
6
条

第
2

項
第

2
号

◯
防
災
会
議

6
環

境
基

本
計

画
の

策
定

市
民

生
活

局
環

境
総

務
課

R
4
.
3

環
境

基
本

条
例

に
基

づ
き

、
目

ざ
す

環
境

像
や

施
策

の
基

本
方

針
を

定
め

た
環

境
基

本
計

画
を

策
定

す
る

。

条
例

第
6
条

第
2
項

第
2
号

環
境
審
議

会
○

令
和

3
年

度
に

実
施

予
定

の
た

め
。

7
障

害
福

祉
計

画
(
第

6
期

)
･

障
害

児
福

祉
計

画
(
第

2
期

)
の

策
定

福
祉

局
障

害
福

祉
課

R
3
.
3

障
害

者
総

合
支

援
法

､
児

童
福

祉
法

に
基

づ
く

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
の

提
供

体
制

の
確

保
､
そ

の
他

本
市

の
支

援
施

策
の

方
向

性
及

び
目

標
に

つ
い

て
定

め
た

障
害

福
祉

計
画

(
第

6
期

)
･
障

害
児

福
祉

計
画

(
第

2
期

)
を

策
定

す
る

。

条
例

第
6
条

第
2
項

第
2
号

○

地
域
自
立

支
援
協
議

会
、
社
会

福
祉
審
議

会

未
達

成
理

由
市

民
参

画
手

続
実

施
の

根
拠

市
民

参
画

手
法

政
策

等
の

概
要

№
政

策
等

の
名

称

担
当

部
署

政
策

等
の

策
定

時
期

６ ５ ５ 



 

 

局
･
部

名
課

名
意

見
公

募
審

議
会

等
意

見
交

換
会

ワ
ー
ク

シ
ョ
ッ
プ

公
聴

会
政

策
公

募
そ

の
他

複
数

の
市

民
参

画
手

法
の

併
用

意
見

公
募

手
続

の
実

施
（

条
例

第
６

条
第

２
項

に
該

当
す

る
政

策
等

に
限

る
。

）

8
高

齢
者

い
き

い
き

福
祉

計
画

及
び

第
8
期

介
護

保
険

事
業

計
画

の
策

定
福

祉
局

高
齢

者
総

合
支

援
室

R
3
.
3

高
齢

者
福

祉
施

策
の

方
向

性
、

介
護

保
険

事
業

お
い

て
今

後
必

要
と

さ
れ

る
サ

ー
ビ

ス
量

を
確

保
す

る
た

め
の

方
策

に
つ

い
て

定
め

た
、

高
齢

者
い

き
い

き
福

祉
計

画
及

び
第

8
期

介
護

保
険

事
業

計
画

を
策

定
す

る
。

条
例

第
6
条

第
2
項

第
2
号

○
社
会
福
祉

審
議
会

9

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
患

者
等

に
対

す
る

支
援

及
び

差
別

禁
止

に
関

す
る

条
例

の
制

定

感
染

対
策

局
安

全
統

括
室

R
3
.
3

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
発

生
時

に
お

い
て

市
民

の
生

命
､
健

康
及

び
人

権
を

保
護

し
、

市
民

生
活

及
び

市
民

経
済

の
安

定
に

資
す

る
た

め
、

当
該

感
染

症
の

患
者

等
に

対
す

る
市

の
支

援
に

関
し

て
基

本
と

な
る

事
項

及
び

差
別

の
禁

止
に

つ
い

て
定

め
る

た
め

、
新

た
に

条
例

を
制

定
す

る
。

条
例

第
6
条

第
2
項

第
3
号

○

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

が
拡

大
し

緊
急

事
態

宣
言

が
発

令
さ

れ
る

状
況

で
、

市
民

の
生

活
、

健
康

及
び

人
権

を
守

る
た

め
、

早
急

に
条

例
を

制
定

す
る

必
要

が
あ

っ
た

た
め

。

1
0

空
家

等
対

策
計

画
の

策
定

都
市

局
建

築
安

全
課

R
3
.
3

空
家

等
に

関
す

る
対

策
を

総
合

的
か

つ
計

画
的

に
実

施
す

る
た

め
、

空
家

等
対

策
の

推
進

に
関

す
る

特
別

措
置

法
に

基
づ

き
、

空
家

等
対

策
計

画
を

策
定

す
る

。

条
例

第
6
条

第
2
項

第
2
号

○

令
和

2
年

度
以

降
の

国
庫

補
助

金
申

請
に

お
い

て
、

法
に

基
づ

く
本

計
画

の
策

定
が

義
務

づ
け

ら
れ

た
も

の
で

あ
る

が
、

空
家

等
の

所
有

者
等

と
な

り
う

る
市

民
の

理
解

が
必

要
で

あ
る

こ
と

を
考

慮
し

て
、

意
見

公
募

手
続

の
み

を
実

施
し

た
。

未
達

成
理

由
市

民
参

画
手

続
実

施
の

根
拠

市
民

参
画

手
法

政
策

等
の

概
要

№
政

策
等

の
名

称

担
当

部
署

政
策

等
の

策
定

時
期

６ 



 

⑵ 意見公募手続 

局
･
部

名
課

名
開

始
日

終
了

日
人

数
件

数
持

参
郵

送
F
A
X

メ
ー

ル
そ

の
他

政
策

等
の

案
の

修
正

の
有

無
結

果
の

公
表

方
法

3
0
日

以
上

の
意

見
提

出
期

間
２

以
上

の
方

法
に

よ
る

実
施

の
公

表
２

以
上

の
方

法
に

よ
る

結
果

の
公

表

1
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
未

来
都

市
計

画
の

策
定

政
策

局
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
推

進
室

R
2
.
7
.
3
1

R
2
.
8
.
2
1

市
広

報
紙

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
市

民
セ

ン
タ

ー
行

政
情

報
セ

ン
タ

ー
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
推

進
室

窓
口

1
0

2
8

0
1

1
8

0
有

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
推

進
室

窓
口

7
月

1
7
日

に
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
未

来
都

市
に

選
定

さ
れ

た
後

、
内

閣
府

へ
の

提
出

期
限

(
8
月

末
)
ま

で
に

、
審

議
会

の
意

見
を

踏
ま

え
た

計
画

案
を

も
っ

て
意

見
公

募
し

、
計

画
策

定
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
か

っ
た

た
め

。

2
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
･
フ

ァ
ミ

リ
ー

シ
ッ

プ
制

度
の

創
設

政
策

局
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
推

進
室

R
2
.
1
0
.
1

R
2
.
1
0
.
3
1

市
広

報
紙

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
市

民
セ

ン
タ

ー
行

政
情

報
セ

ン
タ

ー
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
推

進
室

窓
口

2
0

7
2

0
5

0
2
0

0
無

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
推

進
室

窓
口

3
市

役
所

新
庁

舎
の

整
備

（
基

本
設

計
の

策
定

）
政

策
局

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

推
進

室
R
2
.
1
2
.
2
5

R
3
.
1
.
3
1

市
広

報
誌

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
あ

か
し

総
合

窓
口

行
政

情
報

セ
ン

タ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

推
進

室
窓

口

1
4

7
4

0
1

2
4

7
無

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
推

進
室

窓
口

4
あ

か
し

安
全

の
ま

ち
づ

く
り

計
画

(
国

土
強

靭
化

地
域

計
画

)
の

策
定

総
務

局
総

合
安

全
対

策
室

R
2
.
4
.
1
5

R
2
.
5
.
1
5

市
広

報
紙

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
総

合
安

全
対

策
室

窓
口

0
0

0
0

0
0

0
無

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
総

合
安

全
対

策
室

窓
口

5
障

害
福

祉
計

画
(
第

6
期

)
･
障

害
児

福
祉

計
画

(
第

2
期

)
の

策
定

福
祉

局
障

害
福

祉
課

R
2
.
1
2
.
1
5

R
3
.
1
.
1
4

市
広

報
紙

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
市

民
セ

ン
タ

ー
行

政
情

報
セ

ン
タ

ー
障

害
福

祉
課

窓
口

1
3

0
0

0
1

0
有

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
障

害
福

祉
課

窓
口

6
高

齢
者

い
き

い
き

福
祉

計
画

及
び

第
8
期

介
護

保
険

事
業

計
画

の
策

定
福

祉
局

高
齢

者
総

合
支

援
室

R
2
.
1
2
.
1
5

R
3
.
1
.
1
4

市
広

報
紙

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
市

民
セ

ン
タ

ー
行

政
情

報
セ

ン
タ

ー
高

齢
者

総
合

支
援

室
窓

口

1
1
3

0
1

1
0

0
有

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
高

齢
者

総
合

支
援

室
窓

口

7

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
患

者
等

に
対

す
る

支
援

及
び

差
別

禁
止

に
関

す
る

条
例

の
制

定

感
染

対
策

局
安

全
統

括
室

R
3
.
1
.
1
2

R
3
.
2
.
1
0

市
広

報
紙

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
市

民
セ

ン
タ

ー
行

政
情

報
セ

ン
タ

ー
あ

か
し

総
合

窓
口

1
4

2
5

0
0

8
6

0
有

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
各

市
民

セ
ン

タ
ー

行
政

情
報

セ
ン

タ
ー

あ
か

し
総

合
窓

口

8
空

家
等

対
策

計
画

の
策

定
都

市
局

建
築

安
全

課
R
3
.
1
.
5

R
3
.
2
.
4

市
広

報
紙

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
市

民
セ

ン
タ

ー
行

政
情

報
セ

ン
タ

ー
建

築
安

全
課

窓
口

1
1

0
0

0
1

0
無

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
建

築
安

全
課

窓
口

6
1

2
1
6

0
8

1
2

4
0

7
合

計

未
達

成
理

由

実
施

の
公

表
方

法

提
出

意
見

の
検

討
意

見
の

提
出

方
法

(
人

数
)

№
政

策
等

の
名

称

担
当

部
署

意
見

の
提

出
数

募
集

期
間

※
1人

が
複
数

方
法
で

提
出

※
5名

が
複
数

方
法
で

提
出

７ 



 

⑶ 審議会等手続（「市民参画手続が必要となった政策等一覧」に掲載されている政策等に関するもの） 

 

 

 

 

 

主な審議事項
開催
実績

根拠 名 称
市職
員

公募
市民

その
他

計 男性 女性
可
否

男
性

女
性

応募
者数

選考
方法

公募を
行わない

理由

可
否

R2
実績

公表
しない
理由

R2
可
否

R2
実績

傍聴

者数

(延)

公開
しない
理由

可
否

R2
実績

委員数
20人以内

委員数
男女それぞれ

３割以上

公募市民
２割以上

（公募可としたも
のに限る。）

委員名簿
の公表

（公表可としたも
のに限る。）

会議の公開
（公開可としたも

のに限る。）

会議録の公表
（公表可としたも

のに限る。）

1
ＳＤＧｓ未来
都市計画の策
定

あかしＳＤＧｓ推
進審議会

ＳＤＧｓ推進
室

R1.12
条例
規則

附属機関の設置に関
する条例
あかしＳＤＧｓ推進
審議会規則

ＳＤＧｓの推進並びに総合
計画の策定及び進捗状況に
ついて、諮問に応じ調査審
議する。

0 5 20 25 11 14 ○ 3 2 14
論文及び
面接

- ○ ○ - 0 ○ - - - ○ - 有

市の最上位計画で
ある総合計画を策
定するにあたり、
多くの意見を反映
するため。

2
工場緑地のあ
り方の検討

工場緑地のあり方
検討会

ＳＤＧｓ推進
室

R2.11 要綱
工場緑地のあり方検
討会設置要綱

工場緑地面積率等の緩和及
び工場と周辺の生活環境と
の調和に必要な方策等、工
場緑地のあり方を検討す
る。

0 0 10 10 7 3 × - - - -

早期に検討を
開始する必要
があり、公募
手続きに必要
な期間を確保
できなかった
ため。

○ ○ - 3 ○ 3 29 - ○ ○ 有

3

あかし安全の
まちづくり計
画(国土強靭化
地域計画)の策
定

防災会議
総合安全対策
室

S38.6
法律
条例

災害対策基本法
防災会議条例

地域防災計画の作成及びそ
の実施を推進し、市の水防
計画等､重要な事項を調査審
議する。

13 0 19 32 28 4 × - - - -

県防災会議の
組織に準じた
委員構成を条
例で定めるよ
う、法で定め
られているた
め。

○ ○ - 1 ○ 0 - - ○ × 有

災害対応を行う多
くの関係機関で組
織する必要がある
ため。

関係機関･団体に対
する充て職である
ため。

新型コロナウイル
ス感染症対策によ
り、書面開催した
ため。

新型コロナウイル
ス感染症対策によ
り、書面開催した
ため。

4
環境基本計画
の策定

環境審議会 環境総務課 H11.6 条例
環境の保全及び創造
に関する基本条例

環境基本計画及び一般廃棄
物の処理に関する基本的な
計画の策定及び変更､保護地
区等の指定並びに年次報告
等について、諮問に応じ調
査審議する。

0 4 12 16 11 5 ○ 2 2 8 論文 - ○ ○ - 2 ○ 2 5 - ○ ○ 有

5

高齢者いきい
き福祉計画及
び第8期介護保
険事業計画の
策定

社会福祉審議会 福祉総務課 H30.4
法律
条例

社会福祉法
社会福祉審議会条例

社会福祉､児童福祉､精神障
害者福祉､特定教育･保育施
設等の利用定員の設定､子ど
も･子育て支援事業計画の策
定及び認定こども園等の認
定等について調査審議す
る。

3 0 38 41 34 7 × - - - -

法で委員構成
が定められて
いるため。

○ ○ - 1 ○ 1 0 - ○ ○ 有

社会福祉に関する
各分野の関係者で
組織する必要があ
るため。

関係機関･団体に対
する充て職である
ため。

各分野の専門
分科会･部会を
開催。民生委
員審査(3回)､
障害者福祉(8
回)､児童福祉
(7回)､高齢者
福祉(4回)

6

障害福祉計画
(第6期)･障害
児福祉計画(第
2期)の策定

地域自立支援協議
会

障害福祉課 H22.2
法律
要綱

障害者の日常生活及
び社会生活を総合的
に支援するための法
律
地域自立支援協議会
設置要綱

障害者計画及び障害福祉計
画の策定のための審議等を
行うとともに、同計画に定
めた施策の推進について評
価等を行う。

0 4 12 16 12 4 ○ 3 1 9 論文 - ○ ○ - 2 ○ 0 - - ○ × 有

各団体からの推薦
を基に委嘱してい
るため。

新型コロナウイル
ス感染症対策によ
り、書面開催した
ため。

新型コロナウイル
ス感染症対策によ
り、書面開催した
ため。

16 13 111 140 103 37 8 5 31 9 6 34

会議録
の公表

個別
ＨＰ
の

有無

市民参画手続
を実施した政
策等の名称

審議会等の名称 事務局
設置
年月

設置根拠

合　　　計

委員数 委員公募 委員名簿の公表 会議の公開 未達成理由

備 考

８ 



 

⑷ ワークショップ手続 

  

局
･
部

名
課

名
年

月
日

曜
日

時
間

場
所

方
法

期
間

２
週

間
前

ま
で

の
実

施
の

公
表

２
以

上
の

方
法

に
よ

る
実

施
の

公
表

２
以

上
の

方
法

に
よ

る
開

催
記

録
の

公
表

1
環

境
基

本
計

画
の

策
定

市
民

生
活

局
環

境
総

務
課

明
石

の
環

境
の

将
来

像
や

今
後

の
取

組
を

テ
ー

マ
と

し
て

、
4
回

実
施

す
る

。
※

緊
急

事
態

宣
言

発
令

に
伴

い
、

う
ち

2
回

は
R
3
年

度
に

延
期

R
3
.
3
.
1
4

R
3
.
3
.
2
1

日 日
1
4
:
0
0
～

1
6
:
0
0

ウ
ィ

ズ
あ

か
し

7
階

フ
リ

ー
ス

ペ
ー

ス

市
広

報
紙

市
民

セ
ン

タ
ー

行
政

情
報

セ
ン

タ
ー

各
コ

ミ
セ

ン
図

書
館

　
な

ど

R
3
.
1
.
1

～
R
3
.
1
.
2
0

R
3
.
2
.
1
5

～
R
3
.
3
.
3

本
テ

ー
マ

に
関

心
の

あ
る

方
4
0

市
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
環

境
総

務
課

窓
口

参
加

対
象

参
加

者
数

開
催

記
録

の
公

表
方

法

未
達

成
理

由

№
政

策
等

の
名

称

担
当

部
署

具
体

的
内

容

実
施

日
時

･
場

所
実

施
の

公
表

９ 



 

２．制定･改廃に当たり市民参画手続の対象外とした政策等(条例･計画) 

  

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹

法
令

(法
律

､
法

律
に

基
づ

く
命

令
(告

示
を

含
む

。
)並

び
に

条
例

及
び

規
則

を
い

う
。

以
下

同
じ

。
)に

基
づ

く
事

項
で

、
市

長
等

に
お

い
て

裁
量

の
余

地
が

な
い

も
の

市
長

等
の

機
関

内
部

の
事

務
処

理
に

関
す

る
も

の

関
係

法
令

の
改

正
に

伴
う

規
定

の
整

備
そ

の
他

軽
易

な
事

項
で

あ
る

も
の

特
に

緊
急

の
必

要
の

た
め

作
成

す
べ

き
も

の
で

あ
っ

て
、

市
民

参
画

手
続

を
行

う
暇

が
な

い
も

の

※
｢
区

分
｣
の

Ａ
､
Ｃ

は
、

｢
４

．
市

民
参

画
手

続
の

実
施

に
関

す
る

判
断

基
準

･
フ

ロ
ー

図
及

び
実

施
の

原
則

｣
の

｢
①

 判
断

基
準

｣
に

記
載

の
図

に
あ

る
Ａ

､
Ｃ

を
指

し
ま

す
。

※
｢
実

施
し

な
か

っ
た

理
由

｣
の

判
断

基
準

①
～

⑩
は

、
｢
４

．
市

民
参

画
手

続
の

実
施

に
関

す
る

判
断

基
準

･
フ

ロ
ー

図
及

び
実

施
の

原
則

｣
の

｢
①

 判
断

基
準

｣
の

表
１

に
記

載
の

①
～

⑩
を

指
し

ま
す

。

※
参

考
：

市
民

参
画

条
例

第
6
号

第
3
項

各
号

市
税

の
賦

課
徴

収
に

関
す

る
も

の
(地

方
税

法
(昭

和
2
5
年

法
律

第
2
2
6
号

)第
5
条

第
3
項

又
は

第
7
項

の
規

定
に

よ
り

税
目

を
起

こ
す

こ
と

そ
の

他
市

長
が

特
に

必
要

と
認

め
る

事
項

を

除
く

。
)そ

の
他

金
銭

の
徴

収
に

関
す

る
も

の

予
算

の
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
る

補
助

金
そ

の
他

の
金

銭
の

給
付

に
関

す
る

も
の

＜
条
例
＞

番
号

公
布

年
月

日
件

　
　

名
要

　
　

旨
区 分

実
施

し
な

か
っ

た
理

由
担

当
課

1
R
2
.4

.2
1

明
石

市
事

務
分

掌
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

制
定

の
こ

と

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
の

感
染

拡
大

の
防

止
に

係
る

組
織

体
制

を
強

化
す

る
た

め
、

感
染

対
策

局
を

新
設

し
て

、
福

祉
局

が
所

管
し

て
い

る
保

健
所

に
係

る
事

務
等

を
移

管
す

る
と

と
も

に
、

そ
の

一
元

化
を

図
ろ

う
と

す
る

も
の

。
Ｃ

判
断

基
準

⑦
総

務
課

2
R
2
.5

.8
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
あ

か
し

支
え

合
い

基
金

条
例

制
定

の
こ

と

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
感

染
拡

大
の

防
止

等
に

要
す

る
経

費
に

充
て

る
た

め
、

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

あ
か

し
支

え
合

い
基

金
を

設
置

す
る

こ
と

に
つ

き
、

新
た

に
条

例
を

制
定

し
よ

う
と

す
る

も
の

。
Ｃ

判
断

基
準

⑦
財

務
室

3
R
2
.5

.8
明

石
市

職
員

の
特

殊
勤

務
手

当
に

関
す

る
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例
制

定
の

こ
と

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
病

原
体

に
汚

染
さ

れ
た

場
所

の
消

毒
業

務
、

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
患

者
の

救
急

搬
送

業
務

等
に

従
事

し
た

職
員

に
対

し
て

、
感

染
症

防
疫

業
務

等
手

当
を

支
給

で
き

る
よ

う
に

す
る

も
の

。
Ｃ

判
断

基
準

⑦
職

員
室

4
R
2
.6

.3
0

明
石

市
国

民
健

康
保

険
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る

条
例

制
定

の
こ

と

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

に
感

染
し

、
労

務
に

服
す

こ
と

が
で

き
な

く
な

っ
た

被
保

険
者

等
に

対
し

傷
病

手
当

金
を

支
給

で
き

る
よ

う
に

す
る

ほ
か

、
基

礎
賦

課
限

度
額

及
び

介
護

納
付

金
賦

課
限

度
額

の
引

上
げ

を
行

う
と

と
も

に
、

国
民

健
康

保
険

法
施

行
令

の
一

部
改

正
に

伴
い

、
軽

減
判

定
所

得
の

基
準

を
緩

和
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

Ａ
条

例
第

６
条

第
３

項
第

１
号

国
民

健
康

保
険

課

5
R
2
.6

.3
0

明
石

市
後

期
高

齢
者

医
療

に
関

す
る

条
例

の
一

部

を
改

正
す

る
条

例
制

定
の

こ
と

兵
庫

県
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

に
お

い
て

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
に

感
染

し
、

労
務

に
服

す
る

こ
と

が
で

き
な

く
な

っ
た

被
保

険
者

等
に

対
す

る
傷

病
手

当
金

の
支

給
が

開
始

さ
れ

た
こ

と
に

伴
い

、
本

市
に

お
い

て
当

該
傷

病
手

当
金

の
申

請
の

受
付

に
係

る
事

務
を

行
お

う
と

す
る

も
の

。
Ｃ

判
断

基
準

⑥
長

寿
医

療
課

6
R
2
.1

0
.5

明
石

市
市

税
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例
制

定

の
こ

と

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

緊
急

経
済

対
策

の
一

環
と

し
て

、
地

方
税

法
の

一
部

改
正

に
伴

う
中

小
事

業
者

等
に

対
す

る
固

定
資

産
税

及
び

都
市

計
画

税
の

軽
減

等
の

税
制

上
の

特
例

措
置

を
講

じ
る

と
と

も
に

、
令

和
２

年
度

税
制

改
正

に
伴

う
所

要
の

整
備

を
図

ろ
う

と
す

る
も

の
。

Ａ
条

例
第

６
条

第
３

項
第

１
号

税
制

課

7
R
2
.1

0
.5

明
石

市
手

数
料

徴
収

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条

例
制

定
の

こ
と

児
童

福
祉

法
の

規
定

に
よ

る
ホ

ー
ム

ヘ
ル

パ
ー

の
派

遣
及

び
母

子
保

健
法

の
規

定
に

よ
る

産
後

ケ
ア

事
業

の
利

用
者

が
負

担
す

る
費

用
に

つ
い

て
、

コ
ン

ビ
ニ

エ
ン

ス
ス

ト
ア

で
の

収
納

を
可

能
と

す
る

た
め

、
こ

れ
ら

の
費

用
を

手
数

料
と

し
て

新
設

し
よ

う
と

す
る

も
の

。
Ｃ

判
断

基
準

⑦
子

育
て

支
援

課

10 



 

 番
号

公
布

年
月

日
件

　
　

名
要

　
　

旨
区 分

実
施

し
な

か
っ

た
理

由
担

当
課

8
R
2
.1

0
.5

明
石

市
戸

籍
・

住
民

票
関

係
手

数
料

徴
収

条
例

の

一
部

を
改

正
す

る
条

例
制

定
の

こ
と

住
民

基
本

台
帳

法
の

一
部

改
正

に
よ

り
、

住
民

票
の

除
票

の
写

し
及

び
戸

籍
の

附
票

の
除

票
の

写
し

の
交

付
が

制
度

化
さ

れ
た

こ
と

に
伴

い
、

当
該

写
し

の
交

付
に

係
る

手
数

料
を

新
設

す
る

と
と

も
に

、
行

政
手

続
に

お
け

る
特

定
の

個
人

を
識

別
す

る
た

め
の

番
号

の
利

用
等

に
関

す
る

法
律

の
一

部
改

正
に

よ
り

、
通

知
カ

ー
ド

が
廃

止
さ

れ
た

こ
と

に
伴

い
、

当
該

カ
ー

ド
の

再
交

付
に

係
る

手
数

料
を

廃
止

し
よ

う
と

す
る

も
の

。

Ａ
条

例
第

６
条

第
３

項
３

号
市

民
課

9
R
2
.1

0
.5

明
石

市
印

鑑
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例
制

定

の
こ

と

成
年

被
後

見
人

の
円

滑
な

社
会

活
動

を
支

援
す

る
た

め
、

成
年

被
後

見
人

の
印

鑑
を

登
録

で
き

る
よ

う
に

し
よ

う
と

す
る

も
の

。
Ｃ

判
断

基
準

①
市

民
課

1
0

R
2
.1

2
.2

5
明

石
市

国
民

健
康

保
険

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

制
定

の
こ

と

国
民

健
康

保
険

法
施

行
令

の
一

部
改

正
に

伴
い

、
保

険
料

の
減

額
措

置
に

係
る

所
得

判
定

基
準

を
見

直
そ

う
と

す
る

も
の

。
Ｃ

判
断

基
準

④
国

民
健

康
保

険
課

1
1

R
2
.1

2
.2

5

明
石

市
地

区
計

画
等

の
区

域
内

に
お

け
る

建
築

物

の
制

限
に

関
す

る
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

制
定

の
こ

と

大
久

保
町

八
木

地
区

に
つ

い
て

、
建

築
基

準
法

第
６

８
条

の
２

第
１

項
の

規
定

に
基

づ
き

、
区

域
内

に
お

け
る

建
築

物
の

構
造

及
び

用
途

に
関

す
る

制
限

を
定

め
よ

う
と

す
る

も
の

。
Ａ

条
例

第
６

条
第

３
項

第
３

号
建

築
安

全
課

1
2

R
2
.1

2
.2

5
明

石
市

消
防

団
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例
制

定
の

こ
と

高
齢

化
等

に
伴

い
消

防
団

員
の

減
少

が
見

込
ま

れ
る

こ
と

か
ら

、
消

防
団

員
を

安
定

的
に

確
保

し
、

地
域

防
災

体
制

の
強

化
を

図
る

た
め

、
消

防
団

員
の

定
年

を
引

き
上

げ
よ

う
と

す
る

も
の

。
Ｃ

判
断

基
準

⑧
消

防
局

総
務

課

1
3

R
2
.1

2
.2

5
明

石
市

火
災

予
防

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

制
定

の
こ

と

対
象

火
気

設
備

等
の

位
置

、
構

造
及

び
管

理
並

び
に

対
象

火
気

器
具

等
の

取
扱

い
に

関
す

る
条

例
の

制
定

に
関

す
る

基
準

を
定

め
る

省
令

の
一

部
改

正
に

伴
い

、
電

気
自

動
車

等
に

係
る

急
速

充
電

設
備

の
出

力
の

上
限

を
引

き
上

げ
る

と
と

も
に

、
当

該
設

備
の

位
置

、
構

造
及

び
管

理
に

関
す

る
基

準
を

見
直

そ
う

と
す

る
も

の
。

Ｃ
判

断
基

準
⑧

予
防

課

1
4

R
2
.1

1
.3

0

明
石

市
職

員
の

給
与

に
関

す
る

条
例

及
び

明
石

市

会
計

年
度

任
用

職
員

の
給

与
等

に
関

す
る

条
例

の

一
部

を
改

正
す

る
条

例
制

定
の

こ
と

人
事

院
勧

告
に

基
づ

く
国

家
公

務
員

の
給

与
改

定
の

取
扱

い
に

準
じ

て
、

本
市

一
般

職
の

職
員

の
期

末
手

当
の

支
給

率
を

改
定

し
よ

う
と

す
る

も
の

。

Ｃ
判

断
基

準
⑥

職
員

室

1
5

R
2
.1

1
.3

0

明
石

市
特

別
職

の
職

員
の

給
与

に
関

す
る

条
例

及

び
明

石
市

公
営

企
業

管
理

者
の

設
置

及
び

給
与

等

に
関

す
る

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

制
定

の

こ
と

人
事

院
勧

告
を

踏
ま

え
た

本
市

一
般

職
の

職
員

の
給

与
改

定
の

取
扱

い
に

準
じ

て
、

本
市

の
特

別
職

の
職

員
及

び
公

営
企

業
管

理
者

の
期

末
手

当
の

支
給

率
を

改
定

し
よ

う
と

す
る

も
の

。

Ｃ
判

断
基

準
⑥

職
員

室

1
6

R
3
.3

.2
9

明
石

市
企

業
版

ふ
る

さ
と

納
税

地
方

創
生

基
金

条

例
制

定
の

こ
と

ま
ち

・
ひ

と
・

し
ご

と
創

生
寄

附
活

用
事

業
に

要
す

る
経

費
に

充
て

る
た

め
、

明
石

市
企

業
版

ふ
る

さ
と

納
税

地
方

創
生

基
金

を
設

置
す

る
こ

と
に

つ
き

、
新

た
に

条
例

を
制

定
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

Ｃ
判

断
基

準
⑦

シ
テ

ィ
セ

ー
ル

ス
課

1
7

R
3
.3

.2
9

明
石

に
じ

い
ろ

基
金

条
例

制
定

の
こ

と

Ｓ
Ｏ

Ｇ
Ｉ

Ｅ
（

性
的

指
向

、
性

自
認

及
び

性
表

現
の

総
称

を
い

う
。

）
に

か
か

わ
ら

ず
、

「
あ

り
の

ま
ま

が
あ

た
り

ま
え

の
ま

ち
明

石
」

の
実

現
に

向
け

た
事

業
に

要
す

る
経

費
に

充
て

る
た

め
、

明
石

に
じ

い
ろ

基
金

を
設

置
す

る
こ

と
に

つ
き

、
新

た
に

条
例

を
制

定
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

Ｃ
判

断
基

準
⑦

Ｓ
Ｄ

Ｇ
ｓ

推
進

室

12 
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  番
号

公
布

年
月

日
件

　
　

名
要

　
　

旨
区 分

実
施

し
な

か
っ

た
理

由
担

当
課

1
8

R
3
.3

.2
9

明
石

市
奨

学
金

条
例

を
廃

止
す

る
条

例
制

定
の

こ

と

本
市

に
お

い
て

高
等

学
校

等
に

在
学

す
る

者
を

対
象

と
し

た
給

付
型

の
奨

学
金

が
創

設
さ

れ
た

こ
と

及
び

国
に

お
い

て
高

等
学

校
等

の
就

学
支

援
金

制
度

が
拡

充
さ

れ
た

こ
と

に
よ

り
、

貸
与

型
の

奨
学

金
が

所
期

の
役

割
を

終
え

た
こ

と
か

ら
、

条
例

を
廃

止
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

Ａ
条

例
第

６
条

第
３

項
第

５
号

教
育

委
員

会
総

務
課

1
9

R
3
.3

.2
9

明
石

市
交

通
災

害
等

遺
児

養
育

福
祉

金
支

給
条

例

を
廃

止
す

る
条

例
制

定
の

こ
と

近
年

の
受

給
対

象
者

の
減

少
及

び
児

童
扶

養
手

当
等

の
公

的
給

付
の

充
実

に
伴

い
、

交
通

災
害

等
遺

児
養

育
福

祉
金

が
所

期
の

役
割

を
終

え
た

こ
と

か
ら

、
条

例
を

廃
止

し
よ

う
と

す
る

も
の

。
Ａ

条
例

第
６

条
第

３
項

第
５

号
児

童
福

祉
課

2
0

R
3
.3

.2
9

明
石

市
印

鑑
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例
制

定

の
こ

と

Ｓ
Ｏ

Ｇ
Ｉ

Ｅ
に

か
か

わ
ら

ず
、

「
あ

り
の

ま
ま

が
あ

た
り

ま
え

の
ま

ち
明

石
」

の
実

現
に

向
け

た
本

市
の

取
組

の
一

環
と

し
て

、
印

鑑
登

録
原

票
へ

の
登

録
事

項
及

び
印

鑑
登

録
の

証
明

事
項

か
ら

男
女

の
別

を
削

除
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

Ｃ
判

断
基

準
⑩

市
民

課

2
1

R
3
.3

.2
9

明
石

市
職

員
の

服
務

の
宣

誓
に

関
す

る
条

例
の

一

部
を

改
正

す
る

条
例

制
定

の
こ

と

職
員

の
服

務
の

宣
誓

に
係

る
手

続
の

簡
素

化
を

図
る

た
め

、
宣

誓
書

か
ら

押
印

欄
を

削
除

し
よ

う
と

す
る

も
の

。
Ｃ

判
断

基
準

⑦
職

員
室

2
2

R
3
.3

.2
9

明
石

市
職

員
の

給
与

に
関

す
る

条
例

等
の

一
部

を

改
正

す
る

条
例

制
定

の
こ

と

国
家

公
務

員
の

取
扱

い
に

準
じ

、
管

理
職

の
職

員
が

災
害

へ
の

対
処

そ
の

他
の

臨
時

又
は

緊
急

の
必

要
に

よ
り

週
休

日
等

に
勤

務
し

た
場

合
に

支
給

す
る

管
理

職
員

特
別

勤
務

手
当

を
新

設
す

る
と

と
も

に
、

平
成

２
７

年
１

月
に

抑
制

さ
れ

た
昇

給
号

数
を

若
年

層
の

一
般

職
の

職
員

を
中

心
に

復
元

す
る

ほ
か

、
所

要
の

整
備

を
図

ろ
う

と
す

る
も

の
。

Ｃ
判

断
基

準
⑥

職
員

室

2
3

R
3
.3

.2
9

明
石

市
保

健
関

係
手

数
料

徴
収

条
例

の
一

部
を

改

正
す

る
条

例
制

定
の

こ
と

食
品

衛
生

法
の

一
部

改
正

に
伴

い
、

飲
食

店
等

の
営

業
許

可
申

請
に

対
す

る
審

査
に

係
る

手
数

料
を

見
直

す
こ

と
及

び
農

林
水

産
物

及
び

食
品

の
輸

出
の

促
進

に
関

す
る

法
律

の
施

行
に

伴
い

、
新

た
に

創
設

さ
れ

た
事

務
に

係
る

手
数

料
を

新
設

す
る

こ
と

の
ほ

か
、

規
定

の
整

備
を

図
ろ

う
と

す
る

も
の

。
Ｃ

判
断

基
準

①
生

活
衛

生
課

2
4

R
3
.3

.2
9

明
石

市
建

設
関

係
手

数
料

徴
収

条
例

の
一

部
を

改

正
す

る
条

例
制

定
の

こ
と

建
築

物
の

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
性

能
の

向
上

に
関

す
る

法
律

の
一

部
改

正
に

よ
り

新
た

に
創

設
さ

れ
た

事
務

に
係

る
手

数
料

を
新

設
す

る
ほ

か
、

所
要

の
整

備
を

図
ろ

う
と

す
る

も
の

。
Ｃ

判
断

基
準

④
建

築
安

全
課

2
5

R
3
.3

.2
9

明
石

市
立

ゆ
り

か
ご

園
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る

条
例

制
定

の
こ

と

地
方

自
治

法
の

規
定

に
基

づ
く

指
定

管
理

者
制

度
の

導
入

に
当

た
り

、
指

定
管

理
者

が
行

う
業

務
の

範
囲

等
を

定
め

る
ほ

か
、

規
定

の
整

備
を

図
ろ

う
と

す
る

も
の

。
Ｃ

判
断

基
準

⑦
発

達
支

援
課

2
6

R
3
.3

.2
9

明
石

市
こ

ど
も

医
療

費
の

助
成

に
関

す
る

条
例

の

一
部

を
改

正
す

る
条

例
制

定
の

こ
と

高
校

生
世

代
の

こ
ど

も
を

持
つ

家
庭

の
経

済
的

負
担

の
軽

減
を

図
る

た
め

、
こ

ど
も

医
療

費
助

成
の

対
象

と
な

る
こ

ど
も

の
年

齢
の

上
限

を
１

８
歳

に
引

き
上

げ
る

ほ
か

、
訪

問
看

護
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
が

行
う

訪
問

看
護

に
要

し
た

費
用

を
こ

ど
も

医
療

費
助

成
の

対
象

と
し

よ
う

と
す

る
も

の
。

Ｃ
判

断
基

準
⑤

児
童

福
祉

課

2
7

R
3
.3

.2
9

明
石

市
母

子
家

庭
等

医
療

費
の

助
成

に
関

す
る

条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例
制

定
の

こ
と

高
校

生
世

代
の

こ
ど

も
に

つ
い

て
母

子
家

庭
等

医
療

費
助

成
と

こ
ど

も
医

療
費

助
成

の
併

給
を

可
能

と
す

る
と

と
も

に
、

訪
問

看
護

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

が
行

う
訪

問
看

護
に

要
し

た
費

用
を

母
子

家
庭

等
医

療
費

助
成

の
対

象
と

す
る

ほ
か

、
所

要
の

整
備

を
図

ろ
う

と
す

る
も

の
。

Ｃ
判

断
基

準
⑤

児
童

福
祉

課

12 



 

番
号

公
布

年
月

日
件

　
　

名
要

　
　

旨
区 分

実
施

し
な

か
っ

た
理

由
担

当
課

2
8

R
3
.3

.2
9

明
石

市
重

度
障

害
者

医
療

費
の

助
成

に
関

す
る

条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例
制

定
の

こ
と

高
校

生
世

代
の

こ
ど

も
に

つ
い

て
重

度
障

害
者

医
療

費
助

成
と

こ
ど

も
医

療
費

助
成

の
併

給
を

可
能

と
す

る
と

と
も

に
、

訪
問

看
護

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

が
行

う
訪

問
看

護
に

要
し

た
費

用
を

重
度

障
害

者
医

療
費

助
成

の
対

象
と

す
る

ほ
か

、
所

要
の

整
備

を
図

ろ
う

と
す

る
も

の
。

Ｃ
判

断
基

準
⑤

障
害

福
祉

課

2
9

R
3
.3

.2
9

明
石

市
高

齢
期

移
行

者
医

療
費

の
助

成
に

関
す

る

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

制
定

の
こ

と

訪
問

看
護

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

が
行

う
訪

問
看

護
に

要
し

た
費

用
を

高
齢

期
移

行
者

医
療

費
助

成
の

対
象

と
す

る
と

と
も

に
、

所
要

の
整

備
を

図
ろ

う
と

す
る

も
の

。
Ｃ

判
断

基
準

⑤
長

寿
医

療
課

3
0

R
3
.3

.2
9

明
石

市
指

定
居

宅
サ

ー
ビ

ス
等

の
事

業
の

人
員

、

設
備

及
び

運
営

に
関

す
る

基
準

等
を

定
め

る
条

例

等
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例
制

定
の

こ
と

介
護

保
険

施
設

、
障

害
者

福
祉

施
設

等
の

人
員

、
設

備
、

運
営

等
に

関
す

る
基

準
に

つ
い

て
定

め
た

各
種

省
令

の
一

部
改

正
に

伴
い

、
関

係
条

例
に

つ
い

て
所

要
の

整
備

を
図

ろ
う

と
す

る
も

の
。

Ｃ
判

断
基

準
①

高
齢

者
総

合
支

援
室

＜
条

例
＞

＜
計
画
＞
　
　
　
該
当
な
し
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３．令和２年度に設置していた市民参画条例の評価の対象となる審議会等の状況 

 

 

主な審議事項
開催
実績

根拠 名 称
市職
員

公募
市民

その
他

計 男性 女性
可
否

男
性

女
性

応募
者数

選考
方法

公募を
行わない

理由

可
否

R2
実績

公表
しない
理由

R2
可
否

R2
実績

傍聴

者数

(延)

公開
しない
理由

可
否

R2
実績

委員数
20人以内

委員数
男女それぞれ

３割以上

公募市民
２割以上

（公募可としたも
のに限る。）

委員名簿
の公表

（公表可としたも
のに限る。）

会議の公開
（公開可としたも

のに限る。）

会議録の公表
（公表可としたも

のに限る。）

1
ユニバーサルデザ
インのまちづくり
協議会

ＳＤＧｓ推進
室

H31.1
法律
要領

高齢者､障害者等の移
動等の円滑化の促進
に関する法律
ユニバーサルデザイ
ンのまちづくり協議
会設置要領

市域のバリアフリー化･ユニ
バーサルデザイン化に関す
る調査､検討を行うほか、ユ
ニバーサルデザインのまち
づくりに関する計画の策定
に関する協議及びその実施
状況の調査･分析等を行う。

3 0 26 29 25 4 × - - - -

法で委員構成
が定められて
いるため。

○ ○ - 0 ○ - - - ○ - 有

福祉その他の関係
団体､関係公共交通
事業者､関係行政機
関､学識経験者な
ど、多くの関係者
の参画が必要なた
め。

関係機関･団体に対
する充て職である
ため。

2
あかしＳＤＧｓ推
進審議会

ＳＤＧｓ推進
室

R1.12
条例
規則

附属機関の設置に関
する条例
あかしＳＤＧｓ推進
審議会規則

ＳＤＧｓの推進並びに総合
計画の策定及び進捗状況に
ついて、諮問に応じ調査審
議する。

0 5 20 25 11 14 ○ 3 2 14
論文及び
面接

- ○ ○ - 0 ○ - - - ○ - 有

市の最上位計画で
ある総合計画を策
定するにあたり、
多くの意見を反映
するため。

3
工場緑地のあり方
検討会

ＳＤＧｓ推進
室

R2.11 要綱
工場緑地のあり方検
討会設置要綱

工場緑地面積率等の緩和及
び工場と周辺の生活環境と
の調和に必要な方策等、工
場緑地のあり方を検討す
る。

0 0 10 10 7 3 × - - - -

早期に検討を
開始する必要
があり、公募
手続きに必要
な期間を確保
できなかった
ため。

○ ○ - 3 ○ 3 29 - ○ ○ 有

4
(仮称)あかしイン
クルーシブ条例検
討会

ＳＤＧｓ推進
室

H30.8 要綱
(仮称)あかしインク
ルーシブ条例検討会
設置要綱

(仮称)あかしインクルーシ
ブ条例に盛り込むべき項目
及び内容に関することにつ
いて協議する。

0 0 25 25 19 6 × - - - -

学識経験者及
び当事者等か
ら意見を聴く
場としている
ため。

○ ○ - 0 ○ - - - ○ - 有

多くの当事者等か
ら意見を聴く場と
しているため。

多くの当事者等か
ら意見を聴く場と
しているため。

5 社会教育委員会議
コミュニティ･
生涯学習課

S62.7
法律
条例

社会教育法
社会教育委員の定数
及び任期等に関する
条例

教育委員会に助言するた
め、社会教育に関する諸計
画を立案するほか、諮問に
より研究調査を行う。

0 0 6 6 4 2 × - - - -

社会教育に関
し、教育委員
会に助言する
職務上、専門
知識が必要な
ため。

○ ○ - 2 ○ 2 2 - ○ ○ 有

6 環境審議会 環境総務課 H11.6 条例
環境の保全及び創造
に関する基本条例

環境基本計画及び一般廃棄
物の処理に関する基本的な
計画の策定及び変更､保護地
区等の指定並びに年次報告
等について、諮問に応じ調
査審議する。

0 4 12 16 11 5 ○ 2 2 8 論文 - ○ ○ - 2 ○ 2 5 - ○ ○ 有

7 社会福祉審議会 福祉総務課 H30.4
法律
条例

社会福祉法
社会福祉審議会条例

社会福祉､児童福祉､精神障
害者福祉､特定教育･保育施
設等の利用定員の設定､子ど
も･子育て支援事業計画の策
定及び認定こども園等の認
定等について調査審議す
る。

3 0 38 41 34 7 × - - - -

法で委員構成
が定められて
いるため。

○ ○ - 1 ○ 1 0 - ○ ○ 有

社会福祉に関する
各分野の関係者で
組織する必要があ
るため。

関係機関･団体に対
する充て職である
ため。

各分野の専門
分科会･部会を
開催。民生委
員審査(3回)､
障害者福祉(8
回)､児童福祉
(7回)､高齢者
福祉(4回)

8
地域自立支援協議
会

障害福祉課 H22.2
法律
要綱

障害者の日常生活及
び社会生活を総合的
に支援するための法
律
地域自立支援協議会
設置要綱

障害者計画及び障害福祉計
画の策定のための審議等を
行うとともに、同計画に定
めた施策の推進について評
価等を行う。

0 4 12 16 12 4 ○ 3 1 9 論文 - ○ ○ - 2 ○ 0 - - ○ × 有

各団体からの推薦
を基に委嘱してい
るため。

新型コロナウイル
ス感染症対策によ
り、書面開催した
ため。

新型コロナウイル
ス感染症対策によ
り、書面開催した
ため。

9 都市計画審議会 都市総務課 H12.4
法律
条例

都市計画法
都市計画審議会条例

諮問に応じ、都市計画に関
する事項を調査審議する。

0 0 13 13 11 2 × - - - -

都市計画の基
本理念や土木･
建築等に関す
る技術的な専
門知識が必要
なため。

○ ○ - 2 ○ 2 5 - ○ ○ 有

関係機関からの推
薦を基に委嘱して
いるため。

10 都市景観審議会 都市総務課 H4.6 条例 都市景観条例
諮問に応じ、都市景観の形
成に必要な事項について、
調査審議する。

0 2 6 8 5 3 ○ 1 1 2
論文及び
面接

- ○ ○ - 0 ○ - - - ○ - 有

11
市立学校通学区域
審議会

教育委員会
総務課

S41.10
条例
規則

教育委員会附属機関
の設置に関する条例
市立学校通学区域審
議会規則

市立学校の通学区域の設定､
変更等に関する教育委員会
の諮問に応じて、調査審議
し、答申する。

1 0 9 10 8 2 × - - - -

市民生活に直
接的な影響が
ある通学区域
の変更等が審
議事項であ
り、審議の中
立性の確保が
必要なため。

○ ○ - 2 ○ 2 3 - ○ ○ 有

各団体からの推薦
を基に委嘱してい
るため。

7 15 177 199 147 52 9 6 33 14 12 44

会議録
の公表

個別
ＨＰ
の

有無

審議会等の名称 事務局
設置
年月

設置根拠

合　　　計

委員数 委員公募 委員名簿の公表 会議の公開 未達成理由

備 考
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４．市民参画手続の実施に関する判断基準･フロー図及び実施の原則 

① 判断基準 

Ⅰ 市民参画条例第６条第１項に基づき市民参画手続を実施すべき政策等 

市民参画条例第６条第２項で市民参画手続を実施しなければならない対象事項を定め

ていますが、それ以外の政策等については第１項で｢市民の関心及び政策等の市民に与え

る影響その他政策等の内容を勘案し、市民参画が必要と認められる場合｣に手続を実施す

るものと定めています。 

手続の実施の必要性を判断するにあたり、所管部署ごとの認識の隔たりをなくすととも

に、費用対効果についても考慮し、実質的な市民参画を推進するため、次のとおり基準を

設けています。 

なお、運用にあたっては、基準を画一的、限定的に捉えて必要性を判断するのではなく、

政策等の内容や市民の関心､市民に与える影響等を踏まえて総合的に判断します。 

また、判断にあたっての流れは、｢② フロー図｣にまとめています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔市民参画手続の実施の必要性が低いＣ部分に位置付ける判断基準〕【表１】 

 判断基準 

関
心
・
影
響 

① 特定の事業者等対象者が限定されるもの 

② 特定の地域の市民にしか影響を及ぼさないもの 

③ 市の財政に及ぼす影響が小さいもの 

内
容
等 

④ 金銭徴収に関するもの 

⑤ 予算で定まった金銭給付施策に関するもの 

⑥ 法令等に基づく事項で、市長等に裁量の余地がないもの  

⑦ 市長等の機関内部の事務処理に関するもの 

⑧ 関係法令の改正に伴う規定整備などの軽易な内容のもの 

⑨ 特に緊急を要するもので、市民参画手続を行う暇がないもの 

⑩ 方針等の策定段階で市民参画手続を実施しており、その推進等を行うために実施す

るもの 

※Ａ又はＢに位置付けられる政策等であっても、既存の法令の規定により、意見公募手続、審議会の

設置、その他の市民の意見等を聴く手続を行った場合は、市民参画条例に基づく参画手続を実施す

ることを要しない（条例第 10 条）。 

 

 

 

 

 

 

《第６条第２項の対象事項》  

 

Ａ 

 

 

 

Ｂ 

 

 

 

Ｃ 

市 民 参 画 手 続 の 実 施 の 必 要 性 が 少 な いＣ部分に位置付ける政策等の判断基準を 明 確 に す る こ と で 、

市 民 参 画 手 続 の 実 施 が 必 要 な 政 策 等 を 判 断 す る 。  

市が実施する政策等 

市民参画手続の実施の必要性 低 高  

政 策 等 の 類

型 に 応 じ て

固 定 的 に 判

断 さ れ る も

のではなく、

実 施 の 状 況

等 に よ っ て

変わりうる 

第 6 条第３項に基づく除外事項  

 《第６条第１項に基づき 

実 施 の 必 要 性 を 判 断 す べ き 政 策

等》  
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Ⅱ 市民参画条例に定める基準の例外 

市民参画条例第８条､第９条及び第１１条から第１８条までに定める基準(複数の市民

参画手法の併用､意見公募手続の３０日以上の意見提出期間､審議会等手続の委員数や公

募市民の割合など)について、市の努力だけでは将来にわたって達成が不可能なものや、

一律に当てはめることが合理的でないものがあります。 

そのようなものについては、表２に例示するような適正と判断できる理由があれば、基

準の例外として取り扱うこととします。但し、安易に基準の例外とするのではなく、本当

に基準が達成できないかを慎重に判断するとともに、例外としたものについても適宜見直

しを行うこととなっています。 

 

【表２】 

 適正と判断できる理由 適正と判断できない理由 

基
本
的
事
項 

【複数手法の実施】  

・影響を及ぼす相手が限定され、その相手先の

関係団体等の意見を別途聞いているため。 

・複数年度にわたり制定 ､改廃の検討作業を行

うもので、市民参画手続を前年度に実施済み

又は次年度に実施予定のため。 

 

【期間】 

・突発的な事例､想定外の事例が生じたため 

（例：国会の法案成立等により、急遽条例改正

等で対応する必要が生じた 等）  

・事務のスケジュール上 (○月に条例案を議会

に上程する必要がある等 )条例に定められた

期間を設けることができなかったため。  

【結果等の公表】  

・個人情報など非公開情報を取り扱うため。  

意
見
公
募 

【意見公募手続の実施】  

・複数年度にわたり制定 ､改廃の検討作業を行

うもので、市民参画手続を前年度に実施済み

又は次年度に実施予定のため。 

 
 【委員数・市民公募】  

審
議
会
等 

・委員構成が法律･条例･規則に規定されている

ため。但し、条例･規則については、改正の必

要性の指摘もありうる。 

・地域 ･各種団体から委員を選任する必要があ

るため。 

⇒地域選出委員 ､団体代表委員に限定する理

由が明確な場合、市民公募では困難である。 

・専門的な知識を要するため。 

⇒審議にあたり必要とされる知識が専門的で

あることに限定する理由に乏しく、市民公

募委員でも可能であると判断できる。 

・地域･各種団体から委員を選任しているため。 

⇒地域選出委員､団体代表委員に限定する根拠

に乏しい場合、市民公募委員でも可能である

と判断できる。 

 【男女比】  

 

・専門的な知識を要する者や地域 ･各種団体の

代表者の選任が必要で、それらに女性が少な

いため。 

⇒地域･各種団体から選任する者を、各団体の

代表者とする必要性が明確な場合、男女比

を操作することは困難である。 

・専門的な知識を要する者や地域 ･各種団体か

らの選任が多く、それらに女性が少ないため。 

⇒地域 ･各種団体からの代表として女性を 選

任できる余地がある。 
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 適正と判断できる理由 適正と判断できない理由 

 【委員名簿の公表】  

 

・審議会等で専門的な見地から判定･認定等を

行うにあたり、公平性を確保する必要がある

ため。 

⇒名簿を公開することで判定 ･認定等に不都

合が生じる理由が明確である。  

・審議会等で審議するにあたり、公平性を確保

する必要があるため。 

⇒名簿を公開することで判定に不都合が生じ

る理由が明確でなく、公開可能と判断でき

る。  

審
議
会
等 

【会議・会議録の公開】  

・審議内容が専門的な見地から判定･認定等を

行うものであり、審査の公平性･中立性を確保

する必要があるため。 

⇒公開することで、次回以降の審査等に影響

が出る可能性が高い。 

・法令により非公開となっているため。  

・審議の公平性･中立性を確保する必要がある

ため。 

⇒公開したとしても、次回以降の審議に影響

が出る可能性が低いと判断できる。 

 

 

 

 

Ⅲ 市民参画条例に基づく市民参画手法として実施し、市民参画推進会議が評価の対象とする審議会等 

市が設置する審議会等には、特定の政策等の決定などにあたり設置するもののほかに、

各部署の経常的な事業の実施にあたり設置しているものが多く、一律に市民参画条例に基

づく評価の対象とすることは合理的ではありません。そこで、条例に基づく市民参画手法

として実施し、市民参画推進会議が評価の対象とする審議会等の範囲を表３のとおり定め

ています。 

 

【表３】 

評価の対象とする審議会等 評価の対象としない審議会等 

・特定の政策等の決定などにあたり、諮問事

項等について調査審議する審議会等 

 

 

・経常的な案件について判定･認定等を行う

審議会等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の策定や改訂､重要な内容

の変更について審議する場合  

年次報告や進捗管理のような経常的

な案件について審議する場合  
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② フロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市が実施する政策等 

第６条第２項に定める市民参画手続を実施し

なければならない「対象事項」に該当するか？ 

実 施 し な い  

こ と が で きる  

Yes No 

第６条第３項の除外事項に該当するか？ 

実 施 し な けれ ば  

な ら な い  

実施する政策等について、下記判断基準により市民参画手続の実施の必要性を判断する。  

（下記項目に該当する政策等であれば、参画手続の実施の必要性が低い）  

No Yes 

Ａ 

第６条第１項に定める「必要と認

められる場合」に該当するか？ 

Ｂ Ｃ 又は 

実 施 し な か っ た 場 合 は 、 政 策 等 を 公 表 す る 日

と 同 時 期 に 市 民 参 画 手 続 を 実 施 し な か っ た 旨

と そ の 理 由 を 公 表  

【上記①～⑩の判断基準についての留意点】  

・①、②の基準の考え方により実施の必要性が低いと判断した政策等であっても、特定の関係者に対する説

明会等の意見交換の機会を持つ必要がある場合も考えられる。 

・内容等における基準の④～⑨については、条例第 6 条第２項の対象事項に該当する政策等についての第３

項の除外事項と同様の考え方となる。 

・②の基準の考え方は、対象となる政策等を特定の地域の市民にしか係らないものと捉えるのではなく、特

定の地域内のことでその地域の市民だけで決められるものと捉えるものとする。  

実 施 の 必 要性 が 低 い  

上記①～⑩の判断基準に該当するか？ 

No Yes 

実 施 の 必 要性 が 認 め ら れ る  

Ｂ Ｃ 

①
特
定
の
事
業
者
等
対
象
者
が

限
定
さ
れ
る
も
の 

②
特
定
の
地
域
の
市
民
に
し
か

影
響
を
及
ぼ
さ
な
い
も
の 

③
市
の
財
政
に
及
ぼ
す
影
響
が

小
さ
い
も
の 

関心・影響 内容等 

⑤
予
算
で
定
ま
っ
た
金
銭
給
付

施
策
に
関
す
る
も
の 

⑥
法
令
等
に
基
づ
く
事
項
で
、

市
長
等
に
裁
量
の
余
地
が
な

い
も
の 

⑦
市
長
等
の
機
関
内
部
の
事
務

処
理
に
関
す
る
も
の 

⑩
方
針
等
の
策
定
段
階
で
市
民

参

画

手

続

を

実

施

し

て

お

り
、
そ
の
推
進
等
を
行
う
た

め
に
実
施
す
る
も
の 

⑨

特

に

緊

急

を

要

す

る

も

の

で
、
市
民
参
画
手
続
を
行
う

暇
が
な
い
も
の 

④
金
銭
徴
収
に
関
す
る
も
の 

⑧
関
係
法
令
の
改
正
に
伴
う
規

定
整
備
な
ど
の
軽
易
な
内
容

の
も
の 
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③ 実施の原則 

 市民参画手続は、市民参画条例第６条第１項に定める｢市民の関心及び政策等の市民に与え

る影響その他政策等の内容を勘案し、市民参画が必要と認められる場合｣、また、第６条第２

項に定める｢対象事項｣について実施する場合に関わらず、原則として、複数の手法を併用して

実施するものとされています(条例第８条第３項)。複数の手法で実施しなかった場合は、市民

に理解を得られる明確な理由が必要です。 

 また、第６条第２項に定める｢対象事項｣についての市民参画手続には、複数の手法の１つに

意見公募手続を実施する必要があります(条例第８条第４項)。 

 なお、複数の手法で実施するイメージは、次の図のとおりです。 

 

 

【複数手法での市民参画のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この例では、政策等策定の方針決定にあたってアンケートにより市民ニーズを把握の

うえ、方針決定し、政策等の案の策定は審議会等に検討させ、中間で市民の意見を反映

させるために意見交換会を実施し、審議会等で策定した最終案について意見公募を行い

政策等の案の意思決定を行っている。 
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方
針
決
定
段
階 

企
画
・
立
案
段
階 

意
思
決
定 

アンケート  審議会等  

意見交換会  

最終案  

意見公募手続  

市民ニーズの

把握等  


